
（報 告）対馬懇談会が開かれました。 

 九州支部の第 3回対馬懇談会が、昨年 10 月

6日（火）、対馬市の厳原で行われた。佐々木

和資副支部長と藤橋健次常任理事が参加し、

昨年 7月に開催した第 1回、第 2回対馬懇談会

で提案された「対馬分会」の設立に向けて実務

的な打ち合わせをした。 

 

（報 告）ユーロトンネルに関する勉強会が

開かれました。 

 ユーロトンネルに関する勉強会が、昨年 11

月 19 日（木）、富山県赤坂会館の会議室で開

かれた。講師のグラデゥウス・マルチリンガル

サービス株式会社の山本千雅子代表取締役

（工学博士）が「大規模交通インフラの調達に

おける民活の限界：ユーロトンネルの破綻原

因」と題し講演した。 

 まず研究の背景や目的について話があり、

ユーロトンネルの概要と歴史に触れた後、資

金調達の経緯では、1986年から株式発行が始

まり資金を調達したが、事業費が当初予算よ

りも約 50％増加して資金繰りが悪化、利払い

を借入金で賄い、さらに利払いが増える悪循

環に陥り 2006 年にパリ商事裁判所に破産法

に準じた保護を申請し、返済と利払いが停止

した経緯が示された。 

 また交通量の予測と実際の差では、貨物と

旅客両面から分析結果が示され、需要予測の

甘さが営業収入の悪化

に結びついたことが示

された。またキャッ

シュフロー破綻の原因

として、事業費自体の

増加に加え資金調達費

用が当初計画では計上されなかったにも係わ

らず全事業費の 45％を占めるに至ったこと

があげられた。 

 このような問題を生じた原因として、プロ

ジェクト・マネジメントに必要な「ミッショ

ン」、「開始と終了」、「主体（責任者」の正

確な定義がユーロトンネルの場合どれもが不

透明だったことが指摘された。 

 考察ではＢＯＴ（民間資金で行う公共事業

のこと）の問題点として、過少予算と過大需要

予測などをあげ、結論として「大規模交通イン

フラの株式方式ＢＯＴによる調達は破綻の危

険性が高い」ことを示し講演を締めくくった。 
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 講演終了後、勉強会参加者からユーロト

ンネル社破綻原因などについて活発な意見

交換が続いた。 

 

（報 告）日韓トンネルに関する取材があり

テレビ放映されました。 

 昨年 12月 21日（月）に東京都千代田区飯

田橋の当会本部で九州朝日放送株式会社報

道部が野澤会長に日韓トンネルに関するイ

ンタビューをした。「不況の時代に未来ある

話題」として、日韓トンネルについて質問が

あり野澤会長らが応答した。 

 取材内容に基づく番組は、年明け 1月 4日

（月）に九州朝日放送の報道番組「ニュース

ピア」などで放映された。 

 

（報 告）韓国で開かれた日韓トンネルに

関するセミナーで発表しました。 

 昨年 12月 29日（火）に韓国のチャンウォ

ン（昌原）市で、「慶南の韓日海底トンネル

推進方向セミナー」が開かれ、セミナーに招

請された藤橋健次常任理事が「日韓トンネ

ル計画の現況」について発表した。セミナー

は慶南発展研究院の南海岸発展研究支援セ

ンターの主催で行われ、韓国側から 4名、日

本側から 1名が講演あるいは発表した。藤橋

常任理事は 80枚余りの映像を駆使し計画の

経緯や技術的課題などを語った。 

 

（話 題）韓国の国土開発基本構想に日韓

トンネルが盛り込まれました。 

 昨年 12月 3日付けの日本国内の各紙（産

経新聞、日本経済新聞など）は、「韓国のイ・

ミョンバク（李明博）大統領が 2日、地域発

展委員会で日韓・中韓トンネルを長期的な課

題とし、経済的、技術的な妥当性の研究を盛

り込んだ 2020 年までの国土開発基本構想に

決定した」と報じた。 

（記事紹介）日韓トンネル計画に関連する

新聞・雑誌記事を紹介します。今回は次の

１点です。 

・東洋経済日報  2009年10月2日 

・東洋経済日報  2009年10月9日 
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2009年12月3日 日本経済新聞 
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